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企業版ふるさと納税にかかるマッチング支援業務委託プロポーザル実施要領 

 

１． 業務名称 

企業版ふるさと納税にかかるマッチング支援業務委託 

 

２． 業務目的 

志木市が行う地方創生事業に対し寄附を行った企業に、税負担の軽減措置が与えられ

る企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）制度について、地方への資金の流れを作

り、地方創生の充実・強化を図るため、企業版ふるさと納税による寄附を行う見込みの

ある企業（以下、寄附見込企業という）への働きかけを行い、寄附の獲得を目指すもの

である。 

 

３． 業務の概要 

別紙仕様書のとおり 

 

４．業務委託期間 

  契約締結日から令和５年３月３１日まで 

 

５．委託料の算定方法等 

  委託料の算定は、成果報酬型によるものとし、参考見積書に受託料率を示すこと。な

お、支払時期については、契約締結時に協議するものとする。 

  

６．参加資格 

  本手続きに参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

 （１）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立て、民

事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立て、破産法

（平成 16 年法律第 75 号） に基づく破産の申立てを受けていない法人であるこ

と。 

（２）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

（３）本市より一般競争入札の参加停止または指名競争入札の指名停止等の措置を受け

ていない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 

   ２条第６号に規定する暴力団員が経営していない者又は事実上経営に参加していな

い者であること。 

 （５）法人格を有し、本業務に関する委託契約を本市との間で直接締結できる民間事業

者であること。 

 （６）個人情報保護方針等を整備し、個人情報を適切に利用、管理する体制が整ってい
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ること。 

 （７）本業務を他自治体から受託し、適正に実施していること。 

 （８）直近の２年間において市税等の滞納がないこと（ただし、徴収猶予を受けている

ときは滞納していないものとみなす）。 

７．実施スケジュール 

 （１）実施要領の公表        令和４年４月２０日（水） 

 （２）質問書提出期限        令和４年４月２６日（火） 

 （３）質問に対する回答の公表    令和４年５月１０日（火） 

（４）参加書等提出期限       令和４年５月２５日（水） 

 （５）書類審査           令和４年５月２６日（木）～５月３１日（火） 

（６）審査結果の通知        令和４年６月上旬 

 （７）契約の締結及び業務開始    受託者と協議の上、決定 

   ※現時点での予定であり、都合により変更する場合がある。 

   

８．公募の方法 

  令和４年４月２０日（水）から令和４年５月２５日（水）までの間、市ホームページ

等に情報を掲載し、公募を行う。 

 

９．契約候補者選定にあたっての提出書類等 

 （１）提出書類 

No. 書類名称 提出部数 

① 参加書兼誓約書（第１号様式） 正本：１部 

② 会社概要（第２号様式） 正本：１部 副本：７部 

③ 
商業・法人登記簿謄本又は登記事項証明書 

※応募提出日前３か月以内に発行されたもの 
正本：１部 

④ 

法人税 、法人市町村税、固定資産税、消費税及び地方

消費税納税証明書（直近２年分） 

※未納がない証明でも可 

正本：１部 

⑤ 類似業務請負実績書（第３号様式） 正本：１部 副本：７部 

⑥ 提案書（※下記「提案書の作成方法」を参照） 正本：１部 副本：７部 

⑦ 
参考見積書（第４号様式） 

※見積金額の内訳書についても添付をすること。 
正本：１部 副本：７部 

  ※副本については、写し可とする。 
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■提案書の作成方法 

①様式 

提案書の様式は自由とする。表紙を含み A4 版で 20 枚以内（両面印刷可）に

まとめ製本すること。（製本の体裁は自由とする。） 

②構成・内容 

提案書は別添仕様書の内容を踏まえながら、以下に記載された項目順で記載

し作成すること。 

    ≪提案書記載項目≫ 

項目１：基本的事項 

 ・会社の概要 

 ・提案のポイントや自社の強み など 

項目２：業務全体の流れ 

 ・寄附受入までの流れ 

 ・寄附見込企業へのアプローチ方法や発注者とのマッチング方法 など 

項目３：セキュリティ体制 

  ・個人情報の適正な取り扱いなどのセキュリティ体制 など 

項目４：サポート体制 

・寄附見込企業からの各種問合せ・苦情等に対する対応 

 項目５：類似業務受託実績 

  ・他自治体における受託実績 

・受託自治体における寄附件数等伸長実績及びその取組内容 など 

  項目６：スケジュール 

  ・業務開始に向けたスケジュールの提示 

  項目７：その他（自由提案） 

     ・その他ＰＲポイント など 

  

 （２）提出方法 

    持参または郵送とし、提出期限必着とする。 

 

（３）提出先 

  【郵送の場合】 

    〒３５３－８５０１ 埼玉県志木市中宗岡１丁目１番１号 

    志木市役所総務部財政課 

  【持参の場合】 

    〒３５３－０００４ 埼玉県志木市本町５丁目２１番１４号 

    志木市役所（第３庁舎）２階 総務部財政課 

 （４）提出期限 

    令和４年５月２５日（水）１７時締切 
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 （５）提出書類等の取り扱い 

    ア 提出された提案書等は返却しない。また、提案書等は契約候補者の選定以外

に提出者に無断で使用しない。 

    イ 提出された提案書等の再提出及び記載内容の変更は、原則認めない。 

    ウ 提出された提案書等について情報公開請求があったときは志木市個人情報保

護条例（平成１６年条例第１６号）に基づく不開示情報を除き、原則公開する

ものとする。 

    エ 提出書類等に係る費用は、提案者負担とする。 

 

 

 （６）質問書の提出 

    提案書提出にあたり、各提案者からの質問は以下のとおり、受付け、回答する。 

    ア 提出書類 質問書（第５号様式） 

    イ 提出期限 令和４年４月２６日（火）１７時締切 

    ウ 提出場所 志木市総務部財政課 

    エ 提出方法 電子メールとする（zaisei@city.shiki.lg.jp）。 

メールのタイトルは「企業版ふるさと納税にかかるマッチング支

援業務委託に関する質疑について」とすること。 

    オ 回  答 令和４年５月１０日（火）までに全質問に対する回答を市ホーム

ページに掲載する。 

 

10．選定及び結果の通知 

選定については、提案書に記載を求めた各項目について、提案書の内容、参考見積書

の金額を総合的に審査し、受託者を選考する。 

選定の結果については、令和４年６月上旬に参加者に対して文書で通知する。 

    

11．契約について 

 （１）契約候補者と交渉が成立した場合において、志木市契約規則の規定により業務委

託契約を締結する。 

 （２）契約方法は、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号に基づく随意契約と

する。 

 （３）契約内容は、仕様書及び提案書に基づき決定する。 

 （４）選定後、契約の資格要件を満たさなくなった場合は、契約候補者としての資格を

取り消す場合がある。 
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12．問い合わせ先 

  志木市総務部財政課 

  電 話：０４８－４７３－１１１１ 

  ＦＡＸ：０４８－４７４－４３８４ 

  メール：zaisei@city.shiki.lg.jp 

mailto:zaisei@city.shiki.lg.jp

